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(百万円未満切捨て)
１．2025年12月期の連結業績（2025年１月１日～2025年12月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 EBITDA※ 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属す

る当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年12月期 14,149 48.1 3,740 62.9 2,603 49.3 2,208 39.8 935 －

2024年12月期 9,554 32.2 2,295 32.8 1,743 37.6 1,579 27.5 △510 －
(注) 包括利益 2025年12月期 884百万円( －％) 2024年12月期 △422百万円( －％)
※EBITDA＝営業利益+のれん償却額+減価償却費+株式報酬費用+利息費用

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2025年12月期 31.51 30.34 11.6 5.1 18.4

2024年12月期 △17.33 － △6.5 4.9 18.2
(参考) 持分法投資損益 2025年12月期 △139百万円 2024年12月期 △83百万円

（注）2025年12月期第３四半期連結会計期間において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、2024年
12月期に係る各数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年12月期 44,706 9,272 18.9 284.49

2024年12月期 41,687 8,354 18.3 257.61
(参考) 自己資本 2025年12月期 8,471百万円 2024年12月期 7,634百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2025年12月期 11,089 △1,685 △3,439 16,933

2024年12月期 △3,593 △1,531 10,997 10,977

２．配当の状況
年間配当金 配当金総額

(合計)
配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2024年12月期 － 0.00 － 10.00 10.00 296 － 3.8

2025年12月期 － 0.00 － 13.00 13.00 387 41.3 4.8
2026年12月期

(予想)
－ 0.00 － 16.00 16.00 －

３．2026年12月期の連結業績予想（2026年１月１日～2026年12月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 EBITDA※ 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 16,949 19.8 4,500 20.3 3,484 33.8 2,882 30.5 － －
（注）親会社株主に帰属する当期純利益については、現時点では精緻化が困難であることから、具体的な予想数値の開

示は行っていません。詳細は、添付資料４ページ「１.経営成績等の概況(４)連結業績予想などの将来予測情報に
関する説明」をご覧ください。



（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 －社 (社名) 、除外 －社 (社名)

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年12月期 29,777,502株 2024年12月期 29,636,602株

② 期末自己株式数 2025年12月期 263株 2024年12月期 200株

③ 期中平均株式数 2025年12月期 29,695,042株 2024年12月期 29,443,043株

(参考) 個別業績の概要

１．2025年12月期の個別業績（2025年１月１日～2025年12月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年12月期 9,807 29.3 3,050 18.4 2,679 15.2 1,481 －

2024年12月期 7,582 29.5 2,575 41.1 2,326 30.5 △516 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2025年12月期 49.87 49.49

2024年12月期 △17.53 －

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年12月期 35,087 10,082 27.6 325.46

2024年12月期 33,908 8,823 24.9 284.73

(参考) 自己資本 2025年12月期 9,691百万円 2024年12月期 8,438百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的と判断す

る一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は
様々な要因によって異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意
事項等については、添付資料４ページ「１.経営成績等の概況(４)連結業績予想などの将来予測情報に関する説
明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当社グループは「eギフトプラットフォーム事業」のみの単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省

略しております。

当社グループは、スマートフォン等のオンライン上で送付・使用することができるeギフトの生成・流通・販売

を行っております。個人・法人・自治体等の間におけるオンラインでのコミュニケーション機会は年々増加の傾向

にあり、オンラインコミュニケーションのツールとしてのeギフトの需要が拡大しております。

このような環境の中、当社グループは「eギフトを軸として、人、企業、街の間に、さまざまな縁を育むサービ

スを提供する」というビジョンの下、個人向けの『giftee』サービス、法人向けの『giftee for Business』サー

ビス、eギフトの生成システムを提供する『eGift System』サービス、および主に自治体向けに地域通貨等の電子

化のソリューションを提供する『地域通貨』サービスの４つのサービスを展開してまいりました。

『giftee』サービスでは、個人の需要の着実な獲得により、会員数は253万人（前期比21万人増）となりまし

た。

『giftee for Business』サービスでは、eギフトをマーケティング等に利用する法人、加えて補助金や支援金の

配付手段として活用する自治体による利用が増加したことにより、利用企業・自治体（DP）数は2,276社（前期比

248社増）、実施案件数18,772件（前期比2,445件増）と前期に引き続き過去最高値を更新いたしました。

『eGift System』サービスでは、飲食・小売業界に加え、幅広いジャンルの法人での導入が進み、利用企業

（CP）数は302社（前期比35社増）となりました。

『地域通貨』サービス売上は、前年同期に実施されたプレミアム商品券の電子化等のスポット案件や、開発を伴

う導入案件が今期は限定的であったことから、前年同期比で減少しました。一方で、旅先納税の導入自治体数の増

加に伴い、定常案件は着実に積み上がっています。

（注）本記載のDP数及びCP数は、いずれも当社単体ベースの数値です。

また、2025年12月期第３四半期連結会計期間において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、

2024年12月期に係る各数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

この結果、当連結会計年度における売上高は14,149百万円（前年同期比48.1％増）、売上総利益は10,425百万円

（前年同期比45.1％増）、営業利益は2,603百万円（前年同期比49.3％増）、経常利益は2,208百万円（前年同期比

39.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は935百万円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失510百万

円）となりました。

当連結会計年度における経営成績の詳細は次のとおりであります。

（売上高）

当連結会計年度における売上高は14,149百万円（前年同期比48.1％増）となりました。これは、主に『giftee

for Business』サービスの売上が伸長したことに加え、YouGotaGift.com Ltd.他４社の連結子会社化が寄与したこ

とによるものです。

（売上原価、売上総利益）

当連結会計年度における売上原価は3,724百万円（前年同期比57.1％増）となりました。これは、主に『eGift

System』の導入企業及びサービス拡大に伴う流通額の増加により保守原価、発行手数料が増加したことによるもの

です。その結果、当連結会計年度の売上総利益は10,425百万円（前年同期比45.1％増）となりました。

（販売費及び一般管理費、営業利益）

当連結会計年度における販売費及び一般管理費は7,822百万円（前年同期比43.8％増）となりました。これは、

主に事業拡大に伴い積極的に採用した人材に係る人件費の増加、サーバー費用等の支払手数料の増加によるもので

す。その結果、当連結会計年度の営業利益は2,603百万円（前年同期比49.3％増）となりました。
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（営業外収益、営業外費用、経常利益）

当連結会計年度において、営業外収益は49百万円となりました。これは、主に受取利息33百万円によるもので

す。また、営業外費用は444百万円となりました。これは、主に支払利息194百万円、持分法による投資損失139百

万円によるものです。この結果、当連結会計年度の経常利益は2,208百万円（前年同期比39.8％増）となりまし

た。

（特別利益、特別損失、税金等調整前当期純利益）

当連結会計年度において、特別利益は51百万円となりました。これは、新株予約権戻入益51百万円を計上した

ためです。特別損失は364百万円となりました。これは、投資有価証券評価損364百万円を計上したためです。こ

の結果、税金等調整前当期純利益は1,895百万円（前年同期比‐）となりました。

（親会社株主に帰属する当期純利益）

当連結会計年度において、法人税、住民税及び事業税1,021百万円、法人税等調整額△90百万円を計上した結

果、当連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純利益は935百万円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損

失510百万円）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

（資産）

当連結会計年度末の総資産は44,706百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,019百万円増加いたしました。流

動資産は33,867百万円となりました。主な内訳は、現金及び預金16,933百万円、売掛金及び契約資産10,652百万

円、前渡金4,997百万円であります。固定資産は10,839百万円となりました。主な内訳は、投資有価証券4,547百

万円、のれん3,408百万円であります。

（負債)

当連結会計年度末における負債合計は35,434百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,101百万円増加いたしま

した。流動負債は29,119百万円となりました。主な内訳は、預り金7,633百万円、買掛金6,642百万円、短期借入

金6,545百万円であります。固定負債は6,314百万円となりました。主な内訳は、長期借入金5,716百万円でありま

す。

（純資産)

当連結会計年度末における純資産合計は9,272百万円となり、前連結会計年度末に比べ918百万円増加いたしま

した。これは主に、親会社株主に帰属する当期純利益の計上により利益剰余金が935百万円増加、配当の実施によ

り利益剰余金が296百万円減少したことによるものです。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。)は16,933百万円となり、前連結会計年

度末に比べ5,955百万円増加いたしました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因

は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得た資金は11,089百万円（前年同期は3,593百万円の使用）となりました。収入の主な内訳は、

前渡金の減少額2,456百万円、仕入債務の増加額2,168百万円であり、支出の主な内訳は法人税等の支払額848百万

円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は1,685百万円（前年同期は1,531百万円の使用）となりました。支出の主な内訳

は、投資有価証券の取得による支出1,264百万円であります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は3,439百万円（前年同期は10,997百万円の獲得）となりました。収入の主な内訳

は、短期借入れによる収入49,045百万円であり、支出の主な内訳は、短期借入金の返済による支出51,500百万円で

あります。

（４）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当社グループは「eギフトを軸として、人、企業、街の間に、さまざまな縁を育むサービスを提供する」という

ビジョンのもと、①個人ユーザーがオンライン上でeギフトを購入することができる『giftee』サービス、②法人

がキャンペーン等での利用を目的にeギフトを購入することができる『giftee for Business』サービス、③eギフ

ト発行企業（飲食店・小売店等）がeギフトの生成・流通・販売・決済・実績管理を行うことができるシステム

『eGift System』をSaaSで提供する『eGift System』サービス、④地域通貨の電子化ソリューションを提供する

『地域通貨』サービスの主に４つのサービスを提供しており、これら全体を「eギフトプラットフォーム事業」と

定義して、eギフトの生成・流通・販売を一気通貫で行っております。

当社グループは、『eGift System』サービスを通じてeギフトの発行企業へ、『giftee』サービス及び『giftee

for Business』サービスにより、eギフトの利用企業・自治体へサービスを展開しており、その双方の相互作用に

よる利便性向上を喚起し、eギフト市場経済圏を構築しております。eギフトの発行企業数、eギフトの利用企業・

自治体数の双方の拡大、それぞれに対する新規サービスの開発・提供をしていくことで、eプラットフォームの拡

大を図るとともに、そのビジネスモデルの地理的な横展開をしていくことで収益の多様化を図ってまいります。ま

た、そのための人員増員及び戦略的M&Aも実施していく方針です。

以上により、2026年12月期の業績予想は下記のとおりとなっております。

売上高 16,949百万円

EBITDA 4,500百万円

営業利益 3,484百万円

経常利益 2,882百万円

当社は、中長期的な企業価値向上を目指し、上記の成長戦略実現に向けて戦略的にM&Aを推進しており、減損損

失・法人税等調整額等の精緻な見積もりが困難であることから、親会社株主に帰属する当期純利益の具体的な予想

数値の開示は行っておりません。

【利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当】

当社は、持続的な利益成長と株主還元の両立を目指し、配当性向30％※を目安に累進配当を行うとともに、利益

成長に応じた増配を目指すことを基本方針といたします。

なお、配当性向の算出基準となるNon-GAAP当期純利益の実績および見通しは、下記の通りです。

Non-GAAP
当期純利益

年間配当金 配当性向※

2025年12月期
百万円
1,248

円 銭
13.00

％
30.0

2026年12月期(予想) 1,570 16.00 30.0

※配当性向は特別損益、およびオープンイノベーション税制等非経常的な税効果等の一次的損益を調整した
Non-GAAP当期純利益をベースに算出いたします。

なお、業績予想は、当社グループが現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお

り、その達成を当社グループとして約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は、様々な要因により大き

く異なる可能性があります。
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は日本基準で連結財務諸

表を作成する方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当連結会計年度
(2025年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,977 16,933

売掛金及び契約資産 11,219 10,652

棚卸資産 365 617

前渡金 7,438 4,997

その他 1,065 751

貸倒引当金 △77 △86

流動資産合計 30,988 33,867

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 153 322

工具、器具及び備品（純額） 78 59

有形固定資産合計 232 382

無形固定資産

ソフトウエア 975 769

ソフトウエア仮勘定 102 277

のれん 3,964 3,408

その他 1,155 1,020

無形固定資産合計 6,198 5,476

投資その他の資産

投資有価証券 3,844 4,547

敷金及び保証金 266 270

繰延税金資産 155 158

その他 2 4

投資その他の資産合計 4,268 4,981

固定資産合計 10,699 10,839

資産合計 41,687 44,706



株式会社ギフティ(4449) 2025年12月期 決算短信

7

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当連結会計年度
(2025年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 4,471 6,642

短期借入金 9,000 6,545

1年内返済予定の長期借入金 929 3,545

未払金 724 1,176

未払費用 211 307

未払法人税等 513 716

契約負債 1,425 2,507

預り金 6,138 7,633

その他 66 44

流動負債合計 23,480 29,119

固定負債

長期借入金 9,232 5,716

退職給付に係る負債 119 133

資産除去債務 72 137

繰延税金負債 417 322

その他 11 4

固定負債合計 9,852 6,314

負債合計 33,332 35,434

純資産の部

株主資本

資本金 3,248 3,286

資本剰余金 3,235 3,473

利益剰余金 1,008 1,648

自己株式 △0 △0

株主資本合計 7,492 8,407

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 113 106

為替換算調整勘定 28 △42

その他の包括利益累計額合計 141 63

新株予約権 622 676

非支配株主持分 97 124

純資産合計 8,354 9,272

負債純資産合計 41,687 44,706
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

売上高 9,554 14,149

売上原価 2,369 3,724

売上総利益 7,184 10,425

販売費及び一般管理費 5,440 7,822

営業利益 1,743 2,603

営業外収益

受取利息 8 33

受取手数料 0 5

社債利息 10 －

為替差益 28 －

その他 3 10

営業外収益合計 51 49

営業外費用

支払利息 39 194

持分法による投資損失 83 139

投資事業組合運用損 36 31

為替差損 － 68

支払手数料 51 －

その他 3 10

営業外費用合計 215 444

経常利益 1,579 2,208

特別利益

新株予約権戻入益 15 51

特別利益合計 15 51

特別損失

減損損失 1,250 －

固定資産除却損 3 －

投資有価証券評価損 264 364

特別損失合計 1,519 364

税金等調整前当期純利益 76 1,895

法人税、住民税及び事業税 714 1,021

法人税等調整額 △128 △90

法人税等合計 586 931

当期純利益又は当期純損失（△） △510 964

非支配株主に帰属する当期純利益 － 28

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に
帰属する当期純損失（△）

△510 935
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） △510 964

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 34 △7

為替換算調整勘定 61 △72

その他の包括利益合計 95 △79

包括利益 △414 884

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △422 857

非支配株主に係る包括利益 7 26
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,207 3,194 1,519 △0 7,919

当期変動額

新株の発行 41 41 83

剰余金の配当 －

非支配株主との取引に係

る親会社の持分変動
－

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
△510 △510

自己株式の取得 － －

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）

当期変動額合計 41 41 △510 － △426

当期末残高 3,248 3,235 1,008 △0 7,492

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券評

価差額金
為替換算調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 78 △25 53 332 － 8,305

当期変動額

新株の発行 83

剰余金の配当 －

非支配株主との取引に係

る親会社の持分変動
－

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
△510

自己株式の取得 －

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
34 53 88 289 97 475

当期変動額合計 34 53 88 289 97 48

当期末残高 113 28 141 622 97 8,354
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当連結会計年度（自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,248 3,235 1,008 △0 7,492

当期変動額

新株の発行 37 37 75

剰余金の配当 △296 △296

非支配株主との取引に係

る親会社の持分変動
200 200

親会社株主に帰属する

当期純利益
935 935

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）

当期変動額合計 37 237 639 △0 914

当期末残高 3,286 3,473 1,648 △0 8,407

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券評

価差額金
為替換算調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 113 28 141 622 97 8,354

当期変動額

新株の発行 75

剰余金の配当 △296

非支配株主との取引に係

る親会社の持分変動
200

親会社株主に帰属する

当期純利益
935

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
△7 △70 △77 54 26 3

当期変動額合計 △7 △70 △77 54 26 918

当期末残高 106 △42 63 676 124 9,272
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 76 1,895

減価償却費 218 481

のれん償却額 234 500

新株予約権戻入益 △15 △51

株式報酬費用 72 119

投資有価証券評価損 264 364

投資事業組合運用損益（△は益） 36 31

減損損失 1,250 －

受取利息及び受取配当金 △8 △33

支払利息 39 194

為替差損益（△は益） △28 △68

持分法による投資損益（△は益） 83 139

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △943 603

前渡金の増減額（△は増加） △5,607 2,456

仕入債務の増減額（△は減少） 1,011 2,168

未払金の増減額（△は減少） 94 420

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 14

契約負債の増減額（△は減少） △10 1,052

預り金の増減額（△は減少） 394 1,512

その他 △69 290

小計 △2,905 12,094

利息及び配当金の受取額 6 29

利息の支払額 △39 △194

法人税等の支払額 △656 △848

法人税等の還付額 0 7

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,593 11,089

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6 △140

無形固定資産の取得による支出 △196 △289

投資事業組合からの分配による収入 25 13

投資有価証券の取得による支出 △586 △1,264

敷金及び保証金の回収による収入 20 6

敷金及び保証金の差入による支出 △55 △10

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△732 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,531 △1,685

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 25,700 49,045

短期借入金の返済による支出 △16,700 △51,500

長期借入れによる収入 9,216 －

長期借入金の返済による支出 △255 △899

社債の償還による支出 △7,000 －

配当金の支払額 － △296

非支配株主からの払込みによる収入 － 200

その他 37 11

財務活動によるキャッシュ・フロー 10,997 △3,439

現金及び現金同等物に係る換算差額 6 △8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,878 5,955

現金及び現金同等物の期首残高 5,099 10,977

現金及び現金同等物の期末残高 10,977 16,933
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改

正 会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用して

おります。当該会計方針の変更は遡及適用されますが、該当する事象はなく、当該会計方針の変更による前連結

会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「流動資産」の「前払費用」は、金額的重要性が乏しく

なったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表

において、「流動資産」に表示していた「前払費用」889百万円、「その他」175百万円は、「その他」1,065

百万円として組み替えております。

また、前連結会計年度において、独立掲記しておりました「固定資産」の「商標権」は、金額的重要性が乏

しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させ

るため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。この結果、前連結会計年度の連結貸借対

照表において、「固定資産」に表示していた「商標権」12百万円、「その他」0百万円は、「その他」1,155百

万円として組み替えております。

なお、当連結会計年度において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前連結会計年度に

係る各数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「棚卸資産の

増減額（△は増加）」、「前払費用の増減額（△は増加）」および「未払費用の増減額（△は減少）」は、金

額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の

変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。この結果、前連結会計年

度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」に表示していた「棚卸

資産の増減額（△は増加）」△3百万円、「前払費用の増減額（△は増加）」△25百万円、「未払費用の増減

額（△は減少）」38百万円、「その他」△84百万円は、「その他」△49百万円として組み替えております。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

当社グループの事業セグメントは、eギフトプラットフォーム事業のみの単一セグメントであるため、セグ

メント情報の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

１株当たり純資産額 257.61 円 284.49 円

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純損失(△)

△17.33 円 31.51 円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 － 円 30.34 円

(注)１．前連結会計年度において、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている自社の株式は、１株当たり当期純利益又は１株当たり

当期純損失の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１株当たり

純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、

当連結会計年度246株であり、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当連

結会計年度263株であります。

３．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する当期純損失(△)（百万円）

△510 935

普通株主に帰属しない金額（百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
又は普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失(△)
（百万円）

△510 935

普通株式の期中平均株式数（株) 29,443,043 29,695,042

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益調整額（百万円） － △27

（うち連結子会社の発行する潜在株式による調整額
（百万円））

－ △27

普通株式増加数（株） － 233,036

（うち新株予約権（株）） － （233,036）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

－

第12回新株予約権
新株予約権の個数28個
普通株式28,000株

第13回新株予約権
新株予約権の個数121個
普通株式121,000株

第14回新株予約権
新株予約権の個数263個
普通株式26,300株

第15回新株予約権
新株予約権の個数68個
普通株式768,000株

第16回新株予約権
新株予約権の個数64個
普通株式64,000株

第17回新株予約権
新株予約権の個数93個
普通株式93,000株

第18回新株予約権
新株予約権の個数4,000個
普通株式400,000株

第19回新株予約権
新株予約権の個数492個
普通株式49,200株

第20回新株予約権
新株予約権の個数654個
普通株式65,400株
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（重要な後発事象）

当社は、本日開催の取締役会において、2026年３月30日開催予定の当社定時株主総会における承認等の所定の

手続を経た上で、2026年７月１日（予定）を効力発生日とする当社の単独株式移転（以下「本株式移転」といい

ます。）により、純粋持株会社（完全親会社）である「ギフティグループ株式会社」（以下「持株会社」といい

ます。）を設立することを決議いたしました。

１．単独株式移転による持株会社体制への移行の背景・目的

（１）持株会社体制の背景

当社は、「eギフトを軸として、人、企業、街の間に、さまざまな縁を育むサービスを提供する」というコ

ーポレート・ビジョンのもと、eギフトの発行から流通まで一気通貫で提供するeギフトプラットフォーム事業

を国内外で展開しております。

当社は成長戦略として「eギフトプラットフォームの拡大」および「地理的な横展開」を掲げ、機動的なＭ

＆Ａにより当該成長戦略の実現を強化・加速してまいりました。

一方で、事業領域および地理的な拡大に伴い、①投資判断や経営資源配分の高度化、②M&A後の統合（PMI）

を含むグループ経営管理の強化、③リスク管理・内部統制等のグループガバナンス向上の必要性が増しており

ます。

このような状況を踏まえ、当社グループとして中長期的な企業価値向上と持続的成長をより確かなものとす

るため、経営管理機能と事業執行機能を分離し、持株会社を中心としたグループ経営体制へ移行することが最

適であると判断いたしました。

（２）持株会社体制の目的

持株会社体制への移行により、持株会社は、グループ全体最適の観点から、①事業ポートフォリオ戦略の策

定およびキャピタル・アロケーションの決定・運用、②M&A・新規事業等を含むグループ成長戦略の策定なら

びに当該戦略に基づく投資・成長施策の推進、③グループ横断のリスク管理・コンプライアンス・内部統制の

高度化を担うことにより、成長スピードと経営規律を両立させたグループ経営を実現してまいります。

一方、各事業会社は、それぞれの事業特性や成長ステージに応じた自主責任経営を行い、外部環境の変化に

応じた迅速な意思決定と柔軟な施策実行を通じて競争力強化を図ります。

これらを通じて、成長投資の機動性と投資規律を両立させるとともに、グループガバナンスを一層強化し、

当社グループ全体の持続的な企業価値向上を目指してまいります。

２．本株式移転の要旨

（１）本株式移転の日程

株式移転計画承認取締役会 2026年２月13日

定時株主総会基準日 2025年12月31日

株式移転計画承認定時株主総会 2026年３月30日（予定）

当社株式上場廃止日 2026年６月29日（予定）

持株会社設立登記日（効力発生日） 2026年７月１日（予定）

持株会社上場日 2026年７月１日（予定）

※本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により、日程を変更することがあります。
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（２）本株式移転の方式

当社を株式移転完全子会社、持株会社を株式移転設立完全親会社とする単独株式移転です。

（３）本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）

ギフティグループ株式会社

（完全親会社）

株式会社ギフティ

（完全子会社）

株式移転比率 １ １

①株式移転比率

本株式移転により持株会社が当社の発行済株式の全部を取得する時点の直前時における当社の株主の皆様に

対し、その保有する当社の普通株式１株につき設立する持株会社の普通株式１株を割当交付いたします。

②単元株式数

持株会社は、単元株制度を採用し、１単元の株式数を100株といたします。

③株式移転比率の算定根拠

本株式移転は、当社単独による株式移転によって完全親会社１社を設立するものであり、本株式移転時の当

社の株主構成と持株会社の株主構成に変化がないことから、株主の皆様に不利益や混乱を与えないことを第一

義として、株主の皆様が保有する当社の普通株式１株に対して持株会社の普通株式１株を割り当てることとい

たします。

④第三者算定機関による算定結果、算定方法及び算定根拠

上記③の理由により、第三者算定機関による算定は行っておりません。

⑤本株式移転により交付する新株式数（予定）

普通株式29,827,502株（予定）

ただし、本株式移転の効力発生に先立ち、当社の発行済株式総数が変化した場合には、持株会社が交付する

上記新株式数は変動いたします。

（４）当該組織再編に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

当社が発行している新株予約権については、持株会社は、当社新株予約権の新株予約権者に対し、その有す

る当社新株予約権に代えて、当社の新株予約権と同等の内容かつ同一の数の持株会社新株予約権を交付し、割

り当てる方針です。

当社は、新株予約権付社債を発行しておりませんので、該当事項はありません。

（５）持株会社の上場申請に関する事項

当社は、新たに設立する持株会社の株式について、東京証券取引所プライム市場への新規上場（テクニカル

上場）を申請する予定であり、上場日は2026年７月１日を予定しております。また、当社は本株式移転により

持株会社の完全子会社となりますので、持株会社の上場に先立ち、2026年６月29日に東京証券取引所プライム

市場を上場廃止となる予定であります。

なお、上場廃止日につきましては、東京証券取引所の規則に基づき決定されるため、変更される可能性があ

ります。
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３．本株式移転により新たに設立する会社（株式移転設立完全親会社・持株会社）の概要（予定）

（１） 名称 ギフティグループ株式会社

（２） 所在地 東京都品川区東五反田２－１０－２

（３）
代表者の役職・氏名

代表取締役 太田 睦

代表取締役 鈴木 達哉

（４） 事業内容 グループ会社の経営管理及びそれに附帯又は関連する業務

（５） 資本金 20百万円

（６） 決算期 12月31日

４．会計処理の概要

本株式移転は、企業会計上の「共通支配下の取引」に該当するため、損益への影響はありません。なお、本

株式移転によるのれんは発生しない見込みです。


